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地方公共団体����

地方公営企業法に定める
組織・財務・職員の身分取
扱い・勤務時間等勤務条件
他全てを適用

地方公営企業法
に定める財務規
定のみを適用

���

地方公共団体の長が任
命した事業管理者

地方公共団体の
長

���

���

事業管理者が任命
する者

地方公共団体の
長が任命する者

�����

�����

�����

事業管理者が任命
地方公共団体の
長が任命

���

���

地方公務員
���

���

企業独自の給料表の設
定が可能（人事委員会の
勧告の対象外）
給与の種類および基準
は条例で定める
給料の額および支給方
法等の詳細は、労働協約、
企業管理規程による

給与の額および
支給方法は条例
で定める（人事
委員会の勧告の
対象）

���

���

地方公営企業法に基づき負担金、補助金
として繰入

����

�����

常に企業の経済性を発揮するとともに、
その本来の目的である公共の福祉を増進
するように運営

���

���

事業管理者（経営状況が
悪化した場合は罷免の
可能性あり）

地方公共団体の
長

����

経営責任が明確になる
機動性、迅速性の発揮
自立性の拡大
職員の経営意識の向上
業績に応じた給与体系
の導入

行政側の意向が
反映しやすい反
面、責任の所在
があいまいにな
りやすい

���

　芦屋病院は、今、新たな「夢の実現」に向け、駒を
１つ進めることを目指します。
　医療の現場で使命感を持って仕事をしている
人々の能力を最大限に発揮し、自己啓発を促し、
創意工夫を生かし、時代の変化に臨機応変に対応
し、地域医療の火を絶やさないようにするために、
もっとも有効な手段が“地方独立行政法人化”で
あるとの思いから、この手法を用いた「夢の実現」
に向けて取り組んでまいりましたが、残念ながら
その実現には至りませんでした。
　とは言え、現下の地域医療を取り巻く環境の悪
化は、ここで後退してしまう事はおろか、立ち止
まることさえ許されていません。
　社会構造はどんどん変化しています。かつて誰
も経験したことのない“少子・高齢化社会”が到
来しました。病院もそれに即応していかなければ
なりません。病気のときだけではなく困ったとき
にはどんなことでも相談いただける病院、市民の
皆さんの健康と生命を守る視点をずっと保ち続け
る病院を、目指し続けたいと思っています。
　未来の医療を目指して、市民の皆さんの声をど
んどん寄せていただいて、新しい病院を皆さんと
一緒に創り上げていくのが、私の念願です。
　この度の「地方公営企業法の全部適用」が、法人
化の次によく効く処方であると考え、心機一転、
もう１度頑張ろうと、決意を新たにしています。
　今後とも、芦屋病院をよろしくお願いします。
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市
の
直
営
で
、市
民
の
た
め
の
市
民
病
院
で

あ
る
こ
と
に
変
化
は
生
じ
ま
せ
ん
が
、以
下
の

優
位
性
が
実
証
さ
れ
て
い
ま
す
。

①
病
院
事
業
管
理
者
に
専
門
職
を
配
置
す
る
こ

と
に
よ
り
、権
限
と
責
任（
医
療
ス
タ
ッ
フ
の
任

免
・
給
与
・
勤
務
条
件
等
を
掌
理
す
る
等
）が
明

確
と
な
り
、医
師
等
の
確
保
に
つ
な
が
り
ま
す
。

②
病
院
事
業
の
自
主
性
や
主
体
性
が
担
保
さ
れ
、

事
業
の
機
動
性
や
弾
力
性
が
向
上
し
、適
切
な

医
療
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
と
病
院
財
政
の
健
全
化

の
両
立
が
図
れ
ま
す
。

③
市
民
・
地
域
に
必
要
と
さ
れ
る
公
的
医
療
サ
ー

ビ
ス
が
、持
続
的
・
安
定
的
に
提
供
さ
れ
ま
す
。

塚
・
川
西
の
各
市
立
病
院
）等
に
も
実
績
が
あ
り
、

こ
の
方
式
の
メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト
や
、市
民

の
安
心
感
な
ど
の
論
点
な
ど
が
す
で
に
実
証
済

み
で
あ
る
と
い
う
点
か
ら
も
、こ
の
機
に
臨
ん

だ
応
変
の
選
択
と
し
て
は
、最
適
の
も
の
で
あ

る
と
判
断
し
て
い
ま
す
。（
参
考
・
下
表
）

�
地
方
公
営
企
業
法
が
全
部
適
用
さ
れ
て
い
る

事
業
と
し
て
は
、本
市
の
水
道
事
業
、神
戸
市
の

市
営
地
下
鉄
な
ど
の
鉄
道
事
業
・
市
バ
ス
事
業
な

ど
が
、こ
れ
に
あ
た
り
ま
す
。ほ
か
に
も
、地
方

都
市
で
は
電
気
、ガ
ス
の
供
給
等
事
業
な
ど
が

あ
り
ま
す
。

　

現
在
の
芦
屋
病
院
は
、こ
の
法
に
規
定
さ
れ

る
財
務
規
程
の
み
を
適
用
し
て
運
営
し
て
き
ま

し
た
が
、こ
の

度
の
条
例
改
正

は
、他
の
事
業

同
様
に
法
規
程

の
全
部
を
適
用

し
よ
う
と
す
る

も
の
で
す
。

　

今
回
提
案
す
る
議
案
は
、地
方
公
営
企
業
法

の
全
て
の
規
程
を
適
用
し
て
運
営
す
る
た
め
の

関
係
条
例
案
で
す
。こ
の
議
案
の
目
的
は
、現
在

の
病
院
事
業
に
専
門
性
に
応
じ
た
自
主
性
を
付

与
し
、よ
り
良
質
な
医
療
を
提
供
す
る
た
め
の

も
の
で
す
。

　

市
は
昨
年
ま
で
、こ
の
目
的
を「
地
方
独
立
行

政
法
人
法
」に
基
づ
き
、新
た
に
設
置
す
る
法
人

（
非
公
務
員
型
）の
下
で
達
成
し
よ
う
と
し
て
い

ま
し
た
。し
か
し
、性
急
で
あ
る
等
の
理
由
で
、

議
会
に
お
い
て
二
度
に
わ
た
り
否
決
さ
れ
る
と

い
う
事
態
に
直
面
し
ま
し
た
。

　

今
回
こ
の
難
局
を
打
開
す
る
た
め
の
新
た
な

取
り
組
み
を
提
案
す
る
も
の
で
、法
人
化
ほ
ど

の
劇
的
な
効
果
は
望
め
ま
せ
ん
が
、現
在
の
方

式（
法
の
財
務
規
定
だ
け
を
適
用
す
る
一
部
適

用
）よ
り
、病
院
の
専
門
性
に
応
じ
た
自
主
的
な

運
営
が
で
き
ま
す
。

　

ま
た
、「
病
院
事
業
管
理
者
」を
配
置
し
、病
院

事
業
の
権
限
と
責
任
が
明
確
と
な
り
、よ
り
大

き
な
視
点
か
ら
地
域
医
療
の
再
生
を
目
指
す
こ

と
が
で
き
る
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

県
下
で
は
初
め
て
と
い
う�
地
方
独
立
法
人

化�
と
違
い
、法
の
全
部
適
用
と
い
う
方
式
で
は
、

県
立
の
全
病
院
や
阪
神
間
の
病
院（
伊
丹
・
宝
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　　集中治療室の設置や緊急
　処置室の拡充等、医療スタッ
　フと患者・家族の安心環境の
　向上を図ります。
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　　予防医療から高度医療、さらにその後の緩和ケア
　に至るまで、病気とともに患者を診る医療を提供し
　ます。
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　　ＩＴを活用した医療ライブラリーの設置や電子カ
　ルテの導入による待ち時間の短縮や質的向上、セカ
　ンドオピニオンや医療相談機能の拡充など、より利
　用しやすく訪れやすい病院にします。
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　　病院施設の快適性の追及は、利用者のクオリティ

オブライフの向上とともに、
医療の質的向上に不可欠で
す。
　清潔で安全な空間による
リラクセーション効果、家族
とのコミュニケーションフ
ロアの開設などを治療効果
の向上へとつなげます。
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　　複数の病院どうしが相互の機能を補完しあい、
　より適切な医療を提供します。

　

　　１次医療機関（開業の先生がた）から２次医療機
　関である芦屋病院へ、さらに高度な専門医療は
　３次医療機関である大学病院等へとつなぐ安心
　の医療を提供します。
　　　　　　　　　　■������
　　　　　　　　　　　（診療所・開業医の先生がた）

　　　　　　　　　　■������
　　　　　　　　　　　（芦屋病院）

　　　　　　　　　　■������
　　　　　　　　　　　（大学病院・専門病院など）　
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